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要旨
近年、保育・幼児教育の現場において園務の情報化、保育・教育実践の情報機器利用など情報
通信技術 (ICT)の活用が求められている。しかしながら保育・幼児教育の現場での幼児の ICT
利用には慎重論も強く、また国務の情報化についても園による導入の差が大きいように恩われる。
園務の情報化を進めるために、それぞれの園において必要とされるνステムや支援は異なるが、
その実態の把握は十分進んでいるとはいえない。
本研究では保育所・幼稚園における園務の情報化について予備的調査を行い、初等教育におけ
る校務情報化と比較し導入における課題を考察することにより、必要とされる大学および行政の
役割jを検討するとともに、今後調査すべき内容を明らかにした。
キーワード:教育の情報化、保育・幼児教育の情報活用、業務情報化、業務支援νステム
1.研究の背景と目的
1. 1.研究の背景
近年、社会の情報化の進展と共に、教育の場面でも情報通信技術(Informationand 
Communication Technology :以下ICT)の活用が求められている。「第2期教育振興基本計画JLl
では、「社会を生き抜く力の養成lを基本方針とし、「グローパル化や情報通信技術の進展lに対
応する力を養成するための情報活用能力が不可欠とされている。このため ICTの活用等による
新たな学びの推進が求められ、その効果の検証研究、 ICT環境整備の促進、教員の ICT活用指
導力向とのための施策が講じられている。
目標の実現のため、情報活用能力は小・中・高等学校の教育課程全体で育むものと位置づけら
れ、平成29年3月に小学校・中学校の学習指導要領が改訂された九この改定では小学校におけ
る情報教育においても、文字入力やデータ保存等の基本的操作技能の習得と共に、算数、理科、
総合的な学習などの教科において、プ口グラミングを体験しながらプ口グラミング的論理思考の
育成が必修化され明文化された。加えて第2期教育振興基本計商で目標とされている水準に対す
る達成状況および課題と次期学習指導要領におけるプログラミング教育の必要性が報告された九
平成27年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果"によれば、平成28年3月にお
ける ICT整備状況は、教育用コンビュータ 1台当たりの児童生徒数は目標値3.6人/台に対し平
均値6.2人/台、校務用コンビュータの教員一人l台の目標値については整備率116.1施、校務支援
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システムの整備率83.4目、統合型校務支援システム整備率は43.1児である。都道府県別の整備状況
では、教育用コンピュータ1台当たりの児童生徒数が最高2.2人/台(佐賀県〕、最低8.2人/台(神
奈川県・埼玉県)、校務支援システムの整備率が最高100%(徳島県・佐賀県・大分県)、最低50出
(高知県)と整備状況の地域格差が大きくなっている。 ζれらの状況を踏まえ、教育現場におけ
る業務の適正化、業務改善を目指し、統合型校務支援システムの普及推進を進め教育の質の向上
を図ると提言されている引が、教育の情報化における課題として、 ICT環境整備計画の推進に
必要となる人的資源の不足、セキュリティ対策面の不安などが挙げられている同7L
一方、就学前教育の段階においても「生涯にわたる人格形成及び義務教育の基礎を培う意義」
が提唱され、「幼児教育の質の向上J['幼児教育・保育の総合的提供」といった教育の充実が求め
られており1k「保育・教育実践を支援するためのICT活用」と「園務を効率的に処理するため
のICT活用」の両面において情報化が推進されている。しかし行政主導による ICT化推進は小
学校、中学校、高等学校といった初等教育以上の課程が優先的に取り組まれているため、保育所・
幼稚園にお廿る情報化は単発的な情報機器の導入にとどまりがちである。またその状況調査にお
いても、初等・中等の教育機関のように毎年の調査が継続して行われてはいない。
1. 2.教育機関における業務支援システム導入の比較
国務支援システムとは、バーソナノレコンピュー夕、タブレットや携帯電話などの携帯端末(モ
パイル端末〕とインターネットなどのネットワークを利用し、保育所・幼稚園における園務を幅
広く支援する情報システムである。事務作業時聞を藤誠し、本来業務である教育や保育業務の時
間を確保することによって、保育の質を高めることが期待されている。現在複数の業者により複
数の機能をパッケージ化されたシステムが提供されている。対応する機能は「園児カルテ、児童
票など園児のデータ管理ji登園・降園管理J['延長保育管理、保育料計算など請求・金銭管理」
「指導計画、保育日誌など文書、報告書の作成支援J['ドキュメントのデータ共有・利用」など多
岐にわたり、システムによっても異なる。これらの機能から必要な機能をカスタマイズし使用さ
れることが多い。
教育における業務支援システムについては、先に挙げた教育の情報化の実態に関する調査結
果u.)にあるように、小学校以上の教育機関においてはICT整備が進行し、整備状況の地位差、
人的資源の確保などの課題はあるものの一定の推進成果があり、また状況の調査が毎年継続的に
実施・結果公開吉れている。情報化が行われている校務は、生徒名簿管理、出欠席管理、成績処
理、週案簿・時数管理、通知表作成、指導要録作成、調査書作成、時間割作成、徴収金管理など、
多額域の学習指導において情報化されている。加えて情報化は単独の情報機器によるものではな
く業務支援システムの導入が推奨され、現在はより業務改善を目指すために、複数の機能をパッ
ケージ化された統合型校務支援システムの普及推進が進められている。校務支援システム運用後
の教員の意識調査8)では、導入により校務の状況が改善されたと感じる比率が高く、さらに利用
年数の経過により、評価がより一層高まる傾向があった。
一方、保育所・幼稚園における業務の情報化は個別の業務の情報化にとどまり、その適用領域
も限定されている傾向にある。小平による報告9)では、幼稚園、保育所共に、パソコン保有率、
インターネット接続率、保育者のパソコン利用率共に100拓近い利用状況へ推移しており、 ICT
環境の整備が進んでいることがわかる。一方で圏の事務業務、管理業務に関する調査団では、
「事務処理・運営業務が煩雑で手間/時聞がかかるJ['行政との事務手続きに手聞がかかるJ['集
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金処理が煩雑、ミスやトラプルが起きるJIドキュメントの作成が苦手JI保護者への対応やトラ
プルに悩む」との問題があげられており、これら問題にはICT化により改善が可能な内容も含
まれる。森田らによる報告叫では幼稚園における園務へのコンビュータの利用状況は調査対象園
の81.8出であったが、個々の園務における情報化の状況は行政への書類送受信、保護者へのメー
ル配信、園児基本台帳の作成、指導計画の作成などにおいて半数程度の園がパソコンを使用して
いるにとどまる。園務のICT化は限られた分野に限られており、効率化は十分であるとはいえ
ない。
行政による ICT化推進のための導入支援として、保育所等における業務効率化推進事業団が
平成27年度補正予算案において実施された。この事業は「保育所等における保育士の業務負担軽
減を図るため、負担となっている書類作成業務について、 ICT化推進のための保育システムの
購入に必要な費用を支援する」ことを目的として、保育所、幼保連携型認定こども圏、地域型保
育事業の各事業の申請に対し、 1カ所当たり巌高100万円をシステム購入費として固と市町村に
おいて補助するものであった。実施においては市町村の予算執行に差があり、導入支援が行われ
なかった市町村もあった。
「すくすくジャパン平成28年度予算案における子ども・子育て文援新制度の状況について」却
においても「保育士が専門性の高い保育業務に専念できるよう、 ICTの活用により業務効率化I
を図ることとし、①保育指針に沿ったテンプレートの活用等による作業の効率化、②データ連動
や一括処理等による保育土等の負担軽減といった業務効率化推進事業を進めることが提言されて
いるが、業務全体を統合する形での情報化導入は個別闘の取り組みに委ねられており、全国的な
継続調査も実施古れていない。
1. 3.研究の目的
本研究では、保育・幼児教育施設における園務の情報化を初等教育における校務情報化と比較
し、保育所・幼稚園における情報化の現状を予備的に調査することにより、情報化への要望、阻
害要因として考えられる課題を考察し、保育・幼児教育施設の情報化の状況を把握するために調
査すべき項目を検討する。また情報化の推進の課程において大学および行政の役割jとして何が期
待されるか調査すべき内容についても予備調査から検討することを目的とする。
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1 研究の方法
園務情報化についての実践講座参加者に対し圏務情報化についての意識を調査した。また国務
情報化実践園にインタビュー調査を実施した。これらの結果と初等教育における校務情報化の現
状を比較し、保育所・幼稚園における圏務情報化の現状と課題について検討した。
(1)調査l
中堅教諭・保育土を対象とした研修 iICTの活用による保育業務の効率化」を実施し、受講
者に対し調査した。研修は大学より案内を送付し各閣より希望者が受講を申し込む形である。
①調査対象
研修会に参加した幼稚園教諭および保育土2名を対象に調査を実施した。
②調査時期
2016年10月14日(金〕に2時閣の研修を実施し、研修後に調査を行勺た。
③調査方法
自由記述の形で回答を求めた。回答はインターネット上の入力プオームまたは紙による手書き
の二適りの方法を用意した。
(2)調査2
統合型園務支援システム導入園に対し調査を行った。
①調査対象
統合型関務支援システム導入園2閣に対し実施した。
②調査時期
システム導入年度である2016年10月と、導入の翌年2017年8月に再度同一園に対し調査を行った。
③調査方法
2016年調査では電話によるインタビューおよび訪問による対面インタピュー調査をそれぞれの
闘に対し実施した。 2017年調査では両闘に対し訪問による対面インタビュー調査を行った。なお
2016年調査で1園が電話インタビューであるのは、相手園の時間的都合によるものである。
m.結果
市または県といった行政単位の調査の予備調査として現状調査を行った。調査は対象、方法の
奥なる 2種類の調査を行った。
(1)調査l
研修 iICTの活用による保育業務の効率化」参加者22名に対し閤務ICT化についての意識を
調査した。参加者の所属国は保育園6名5園 (2名が同一保育園)、幼稚園15名15圏、こども園
1名1園であった。参加者の所属国21園の所在地は、岐阜市8圏、羽島市2園、大垣市1圏、各
務原市1圏、関市1圏、刈谷市1圏、豊田市1圏、揖斐郡3圏、加茂郡1圏、可児郡l圏、知多
郡l圏であった。また勤務年数は最小3年、最長17年、平均6.8年の中堅教諭・保育者である。
役職は、保育土・副園長・教諭・学年主任・教務副主任であった。これらの属性と問答内容の関
係については、回答には属性を表記としなかったことから分析は行っていない。また所在が複数
地域に渡り、それぞれの地域のサンプル数が小さいことから地域格差についての考察は行ってい
ない。これら属性と情報化についての分析は、今後行う本調査において実施する予定である。
ICT活用による保育業務効率化、統合型園務支援システム導入に対する調査結果は以下であっ
保育所・幼穆掴におげるE置場傷事量化の線aについてのー 考察 13 
た。研修開始時の鼠務への ICT活用に闘する怠識調査は図1のようになった。「コンピaータぞ
利用することで図書懸の利便性は向上すると思いますか。もしくは、援にコンビaータを園務に利
用している場合は、利用する前に比べて利便性が向上しましたか?Jという質問に対し、診加者
の多くにはICT活用による効率化への期待が伺われた。ただし、本調査の対象となった重量加者
は国務の ICT化iこ興味があり2修習に重量加した嵐、教諭、保育士と恩われることから、本"釜の
録集団には偏りがあり、調査結果は一般的な保育所・幼縫闘の意見合代表しているとは言えず、
より精度の高い結果を得るためには今後母集団を考慮した別の調査が必要である。
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国1 鼠窃ICT化による効*4tlこ対ずる際価
研修鶴了時の自由記述による国務支援システムについての意見は以下で怠った。国務の情報化
は、参加者の厨においてはメール配信が一委多く示j周されており、その利便性が認識されている
ようであった。一方、クラスだより、白書志、園児記録といったドキaメント作成におけるデータ
の共有や再利用令伴う情報化は進んでいないようで怠った。
国務支援システムの導入については、皇霊園降濁管理や請求管理の導入による効果が期待されて
いるようである。一方、導入費用や導入時の負担婚、セキaリティ対策3こ対する懸念、利用でき
ない保護者への対広効果的な活用実践情報令交換する要望、自身の情報活用能力の不足などの
不安もあがっており、これらの対応が導入推進のために必要であるといえる。これらは研修会に
参加した少人数に対する調査の結果でるるため、この傾向がー根的に保育所・幼稚園においてみ
られる傾向であるのか、今後の鰐釜が必要で.t>る。
①圏務情報化の現状について
「メール配信による図から保2疑者への途絡そ導入しており便利で.t>るJ9 
「事務処握、固からの手紙はPCを使用して行ゥてい)，)J 2 
「ふームページで毎日の様子を発信しているJ2 
「担任がPCを豹j周することはない、クラスだより、園児記録等は全て手書きであるJ2 
「オフィスソフトそ使用して文書そ作成しているが、様作が苦手な先生は手書きで.t>るJ1 
@国務支援システムの導入について
「これまで、統合型密務支援システムについて知らなかった、初めて知ったJ3 
「来年度 (2017年配からシステム導入の予定で、選定中で.1.>るJ1 
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②-1 積極的評価
「登園降園管理、欠席管理、パス利用管理に魅力を感じたJ5 
「園児の様子、発達カルテやアレルギー管理など園児情報を共有し見直せる点が良いJ5 
「効率的になると思う、保育者の業務負担が減り保育に集中できるJ4 
「請求管理機能を利用したいJ3 
「現状、ミスや電話対応が大変なため情報化したい、 Vステム化によりメリットがあるJ2 
「導入実践例がもっと知りたいJ2 
「園児データの更新などが便利になりそうJ1 
「記録が残る点が良いJ1 
「月案などの曹類作成にも利用できたら嬉しいJ1 
「カスタマイズにより小規模園でも導入できそうだと感じたJ1 
「園児自身がデジカメで撮影する行動に興味がある、やらせてみたいJ1 
「デモを見ることでイメージが理解できたJ1 
「不審者対策に役立っと思うJ1 
②-2 消極的評価
「情報格差(利用できな保護者対応入信キュリティ対策、情報漏洩対策が心配であるJ6 
「自分がパソコンなど苦手なため負担感を感じる、慣れるのに時間がかかりそうJ5 
「現状では導入は難しいと思うJ3 
「導入時の費用発生、導入時の手閥、保護者の理解などが問題J3 
「直接または電話でのやり取りの方が様子がわかり、保護者との信頼関係が築けるJ3 
「既存の方法とシステム利用の両方が必要になり、業務負担がむしろ増えるのではないかJ1 
「保護者からの入力忘れなどが予想吉れるJ1 
「手書きに比べ、保護者だよりに担任の個性が出ず、人柄が伝わらないJ1 
「実用例が少ない点で不安を感じるJ1 
「駐車場が狭く混み合う圏では登降園管理により一層混むのではないかJ1 
(2)調査2 統合型園務支援システム導入園訪問調査結果
統合型園務支援システムを導入している 2園に対し、導入年度および導入次年度において、訪
問しインタビュー調査を行った。対象はいずれもこども園で、園長に行った。
訪問調査に先立ち、岐阜市の子ども未来部子ども保育課に統合型園務支援システム導入につい
て問い合わせを行った。その結果、 2016年10月の問い合わせ時点では「幼稚閥、保育関等の保育
所・幼稚園におけるシステム導入状況の岐阜県、岐車市全体規模での調査は実施されておらず、
行政で全体は把握していないJ:-保育所等における業務効率化推進事業による費用補助叫につい
ては、岐阜市は予算検討中であり受付していない(導入支援費用補助については、その後岐阜市
では実施されず終了した)JI県内の別の市では導入し、費用補助を実施している市もあるようで
あるJI岐阜市内では補助なしで2園が導入したことを把握している」との情報が得られ、その
導入2園について訪問調査を実施することとした。
調査閣はいずれも「認定こども闘」であり、 A閣は定員375名、 B闘は定員146名である。岐
車市における認定こども園は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関
する法律に基づき、保護者の働いている、いないに関わらず、教育・保育を一体的に行う施設で
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あり幼保連携型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型の4つの類型があり、調査対象のAB両圏
とも幼保連携型認定こども園であった。
両国とも統合型国務支援システムXを導入し、加えてB園はシステムXを導入する以前から
使用している国務支援システムYを継続し併用して使用している。訪問調査の結果は以下であっ
た。なお、調査対象園の園長以外の保育者に対する意識調査は今回は実施していない。今後実施
を予定する本調査においては、今回の調査園も含めシステム既導入園の保育者に対して意識調査
を実施する予定である。
①導入の目的
いずれの園も業務の効率化が目的である。両国とも2016年度より認定こども園として認可され
たことにより、延長保育料管理および保育料計算、請求書・領収書発行などの請求管理業務、お
よびそれに連動する登降園管理業務の増大が見込まれたことから、行政による補助金支援の実施
を待たず独自で導入に踏み切ったとのことであった。
②利用状況
両国ともシステムXにより、延長保育料管理および保育料計算、請求書・領収書発行などの
「請求管理」機能を利用している。またこの保育料計算に連動して必要となる刺用時間把握のた
め、保護者による出欠登録による「登降園管理」機能を利用している。
保護者による登降園登録は、図2のようなモパイル端末およびカードリーダーを設置し、保護
者に配布したカード型ICカードを保護者が登降園時にかざすことによって管理している。 ICカー
ド利用による登降園登録は園務支援システムの登降園管理機能では最も一般的である。他に、園
児がICチップ入りのバンドを手首等に装着する、 ICチップ入りのタグを園児の鞄等に付けるな
どの方法がある。
弓孟 、正也:t:Jを吉思頁 いしまさ冒』「一一 一一
図2 畳降園管理システム
これらの2機能の他にB園は別のシステムYによって、園児カルテ等を記録する「園児管理」
機能、指導計画、保育日誌等を記録する「保育業務支援」機能を利用していた。 B園の使用して
いるシステム Yは今回統合型園務支援システムXを導入する以前から使用していた別システム
である。システムXも「園児管理JI保育業務支援」システムは装備しているが、使い比べてみ
た結果既存のシステム Yの方が利用しやすいためシステムYを継続して併用しているとのこと
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であった。システム Yは保育業務支援に特化したクラウドサービスシステムであり、この点か
ら、使いやすさの点、で差異が生じたと恩われる。
③システム導入による効果
システム導入による請求管理業務の効事化という目的は果たされており、導入の効果があった
ようである。登降園管理においても保育料計算においても、職員の目視によるダブルチェックは
実施しているが、それでも認定区分の変動に伴う保育料計算の閏動化、集金業務を保育士が行わ
ないことによる業務負担の軽減効果は大きいとのことであった。両園とも導入年度においても導
入後1年経過時においても、登降園管理、請求管理の機能について満足である、導入したメリッ
トを感じるとのことであった。
④システム導入の問題点、課題
一方で、システムの導入には仕様上の要求、課題などがあった。一番の課題として挙げられる
のは費用の面が大きい。導入にはまとまった額が初期費用として必要であり、サービス契約内容
によって導入後も保守費用が継続する。業務の効率化と設備投資費・ランニングコストの費用対
効果が見込める園規模がない場合、行政の支援なしには導入は難しい場合もあると恩われる。
導入にあたっては保護者に対する説明・理解が必要である。登降園管理は保育料にも関わる機
能であり、保護者の入力ミスなどを保育園側で確認することは必要である。また厳密な登降園管
理により、数分の遅れであっても延長保育料が発生することから、保護者の理解が導入時に必要
であった。この点については、導入時には保護者個々への説明も都度必要になったが、 1年度の
調査時には、保護者の理解が得られているようであった。
他に、システム面では既存プログラムとの連携の不備、データの入力、既存データの移行、シ
ステム既定の7ォーマットと行政提出書類7ォーマットとの違いなどが導入当初に問題となった
ようである。ユーザーの観点からは、職員の操作のための研修、利用中の不具合時の対応などの
サービス契約の有無により、導入・運用の簡便さに差が生じると恩われる。
「園児管理JI保育業務支援」機能を利用していない A圏は手書きやオ7ィスソ 7トによる日
誌、指導計画作成を行っているが、今後はこれらのシステム機能を活用したいと希望していた。
両圏ともにXシステムを導入しているが、これは両圏が共通して加盟している協会において、
保育所等における業務効事化推進事業による導入費用の補助についての情報交換時に紹介が行わ
れたことによるものであった。業者により後数のシステムの開発が行われ、各々に得意な分野、
使い勝手が異なるとしても実際に複数を比較したうえで選定することは難しいようである。
町.考察
調査し調査2の結果から、圏務をICT化することによる効率化の効果に対する要望はあり、
特に現状で支援システム導入の要望が強い園務は「登降園管理JI保育料管理」といった経理に
関する業務部分であった。それに対し保育業務の質改善につながる「園児管理Ji保育業務支援」
といったデータの共有、再利用、ドキュメント作成支援については、現状ではまだそこまで要望
がみられなかった。しかしながら、指導計画の作成、保育日誌、児童票の記入、保護者への園便
りなどのテンプレート化が行われることにより作業の効率化が可能となり、事務業務にかかる時
聞の軽減を図ることができることから、今後はこれらの分野においても、導入に伴う実践例と効
保育所・幼稚園におげる圏務情報化の課題について由一考察
果の情報共有が進むことが望まれる。
一方で、調査結果からは圏務ICT化における課題もあり内容は以下のように分類できる。
①導入時の費用負担
②導入時のデータ入力、既存データ移行、既存プログラムとの連携の負担
③導入時のシステム選定の情報不足
④導入後のトラプル対応の不安
⑤導入後の実践例の情報不足、研修機会の不足
⑥導入後のセキュリティ管理、個人情報漏えい等に対する不安
⑦保護者理解のための説明、情報利用機会多寡など保護者の情報格差に対する対応
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これらの課題は大きく「システムの運用保守JI利用者の情報通信技術力」に分類され、それ
ぞれに対して「費用JI教育研修」両面による支援が可能である。
先に述べたように小学校、中学校など初・中等教育においては、校務情報化が進み、パッケー
ジ化された統合型校務システムが導入され、導入効果の評価も発表され共有されつつある。これ
は行政による費用支援、導入支援の差がもちろん大きいが、それに加えて、利用者規模の点から
利用者数が一定程度の大きさ確保されること、必要とされるシステム機能、書式が学校関で統ー
されており、定型のシステム開発がしやすいとともあると考えられる。利用が増加するととによ
り、開発供給するメーカーが増加し価格が低下する効果もあり、また利用者の増加により、導入
実践の実例、効果や問題の共有が進み、内容が洗練される効果もあると考えられる。
一方、蘭務の情報化は、経理システムなどに限定され、特に統合型園務支援システムの導入は、
初等・中等教育機関の校務情報化ほど進んでいない。この要因としては、先に挙げた行政による
予算措置、イン7ラ整備の不足が第ーではあるが、調査結果から「情報機器操作技能の不足」
「セキュリティ管理体制の未整備」といった保育者および機関の情報通信技術の不足に起因する
問題も大きいことがわかる。また「システムの運用JI保育業務への活用」といった実践事例の
情報が共有されていない点も問題である。
全国の大学を対象に行われた情報教育に関する調査叫によれば、対象領域が教育である学部・
学科は他領域を対象とする学部・学科に比べて知識・技能共に達成度が低いグループとなってい
る。加えて幼稚園・保育園などの保育者は短期大学部での免許取得者も多いが、それらの保育者
養成課程では教育課程上、情報教育は一般情報教育が主となることが多い。大学における一般教
育は調査報告叫のように半期~通年1コマを当てていることが多く、情報知識・技能の修得内容
が保育実践に十分ではない場合もあり、保育実践に活用できる一般情報教育の検討が課題となっ
ている1ヘ
加えて保育業務への支援システム有効利用には、支援システムによるドキュメント作成など保
育業務に活用実践した成果を研修などを通じて共有できる技術研修を行うことが必要であるが、
参加状況や研修内容は園により異なる。
全国社会福祉協議会による調査問では、職員研修は施設内で93.3%、施設外で99.1%実施され
ており、施設外研修の保育土・保育教諭の研修機会の回数が19.7回、参加延べ人数が31.8人と
研修の機会はあるが、非正規職員の場合は受講対象者が制限されている場合がある。また研修内
容のテーマに関しては、「保育内容(保育所保育指針、個別保育計画、教育・保育要領等)Jが多
く情報システム導入に関わる研修は機会がない。加えて実働時間が40時間を超える施設は半数以
上に上り、年次有給休暇取得回数が6日以下の施設も 3寄jを超えるなど、機員の労働環境は厳し
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く勤務時間以外に学ぶ機会もない。愛知県保育士研修ガイドライン作成における調査報告団にお
いても研修のテーマは「遊び(音楽・リズム)(運動)Ji障害児保育Ji安全・事故予防」が多く
実施されている。さらに圏外研修に参加したあとの圏内での情報共有は短時間で報告書のみの場
合も多い。保育者が学ぶべき内容、研修内容のニーズは多岐に渡り、なかなかICT活用まで実
施できないのが現状であるように思われる。
以上のように、初等以上の校務情報化に比べて保育所・幼稚園における園務情報化が困難な要
因としては、先に挙げた行政による予算措置、インフラ整備の不足が第ーではあるが、加えて調
査より
①初等教育教員養成課程に比べ、保育者養成課程における情報教育の機会が少ない
②初等教育機関に比べ、職場における情報活用研修の機会が少ない
a:初等教育機関に比べ、導入を進める人と時閣の余裕が少ない
といった保育所・幼稚園の構造的要因があり、行政や大学などが支援する必要があると考えられる。
V まとめと課題
保育所・幼稚園における園務の ICT化には一定の展開と理解がみられるが、初等教育機関等
に比較して十分であるとはいえない。加えて同一県内においても、行政区分により市によっては
行政先導による ICT化の実施に差があることが今回のインタビューの聞き取りにより予想され
た。今後は調査対象を広げ、園務ICT化の現状化の調査を行い現状と課題の把握を行うことに
より、行政や大学に求められる支援体制、保育士養成校における教育課程の検討などに活かすた
めの分析を行う。また保育所・幼稚園における ICTの利用は、業務の効率化だけでなく幼児教
育・保育実践においても導入されているが、その導入内容は園により大きく異なり、導入の有用
性、利点・問題点なども合わせて調査・研究が必要である。
今回の予備調査により、
①情報化に対する認識、想定範囲が保育者により異なる
②前項①より、保育へのICT活用・事務業務への ICT活用の各々に対する調査が必要である
③前項①より、現状での園業務の情報化の内容について、具体的に分類した調査が必要である
ことが明らかとなった。
加えて、今回の調査における導入に対L消極的である要因についても、既導入園、導入未実施
閣の各々に対するより多くのデータを収集することにより、情報化にあたっての課題の把握につ
ながり、大学ゃ行政による効果的な
¢教員養成課程における積極的な ICT利用を含めた教育導入
②行政による導入支援および現職教員を対象とした研修機会の強化
の実施可能性について評価することが可能であると恩われる。特に導入未実施闘における不安要
因にはICT活用の手法安研修することが効果的ではないかと思われるため、研修の要望につい
ての調査も必要であると恩われる。
さらに、今後は情報化の範囲拡大により、保育者の個人情報意識、セキュリティ管理教育など
も必要である。加えて家庭における ICT機器利用の低年齢化も急激に進んでおり、利用に伴う
問題も低年齢化している同剛uことから幼児やその保護者に対する情報教育・支援活動を行うな
どの情報モラル教育を実施することが今後は保育所・幼稚園に求められる可能性がある。園務
ICT化における行政や大学の支援・教育は、幼児教育・保育実践における ICT利用においても
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同様に必要とされ、実践効果の研究が必要であると恩われる。両分野における ICT活用は別々
に議論されるものではなく、複合的な調査・研究が今後の課題である。
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